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２０１４年度予算要望の提出にあたって
７月に行われた参議院選挙では、自民党・公明党の与党が過半数を獲得しました。選挙戦の結果、「衆参のねじれが解消した」といわれますが、国民多数の声と自民党政治との「ねじれ」はいっそう深刻になっています。消費税増税、原発再稼働、憲法９条改定、ＴＰＰ問題、米軍基地問題など、直面する国政の重要課題をめぐって、安倍内閣の姿勢と国民との矛盾は、いよいよ深まり、激動的な危機が進展していかざるをえないでしょう。
狭山市の２０１３年はどうでしょう。

狭山市は、２０１１年３月に発生した東日本大震災の被災者を、引続き受け入れ、支援を行ってきました。現在でも当市に滞在している被災者は７０世帯あまりいらっしゃいます。原発事故の影響で帰れる見込みの無い福島県の方々を含め、被災された方への引き続きの支援と同時に、震災を教訓とした防災対策が急務となっています。
まちづくりでは、狭山市駅西口再開発事業を終え、入曽駅前を中心とした整備事業を目指していましたが、地権者の同意を得ることができず、断念せざるを得ない状況となりました。入曽地区の住民から求められている道路の整備、雨水対策、公民館の老朽化など解決すべき問題も現時点では棚上げされています。

高齢者福祉においては、人口に占める高齢化率が増加しています。高齢者が健康で長生きできることは評価されるべきですが、そのための施策、特別養護老人ホームなど介護施設や制度の充足が必要です。

また、労働者の雇用や労働条件と給与所得の悪化などで、子育て世代の生活が大変深刻になっています。こうした影響が、就学援助家庭の激増、保育所入所希望の増加となって現れていますが、当市は公共施設の民間委託化、保育所の指定管理者導入、幼稚園の廃園、小中学校の統廃合などを「行財政改革」と称して進めてきており、市民との矛盾が深まっています。
当市は「行革」の推進の中で、多額の基金を蓄え、近隣自治体との比較でも突出した額になっております（財政調整基金　Ｈ２４年度決算で４６億円）。

私たちは、子育てや教育、福祉の分野などで公共が責任を負うべきものについては直営での運営をするべきだと考えています。大きな開発事業も終えたことで、今後は市民の暮らしと福祉の分野に本格的に目を向けていくことが求められます。

日本共産党狭山市委員会、同市議会議員団は２０１４年度の予算編成にあたり

市民各層から寄せられた切実な声をとりまとめ、要望書を作成しました。基金等も

活用し、ぜひとも来年度の予算編成に反映されるよう要望いたします。
（１）地域防災計画の見直しにおいて、より具体的な計画を策定する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改訂）
地域防災計画の見直しにおいては、災害時要援護者登録名簿の運用や、福祉避難所の具体的運用など、より実態に即した内容を記載し、福祉施設との協定を結ぶなど、具体化に向けた取り組みを進めて下さい。また、幼稚園、保育所、福祉施設、自治会館などへの避難を想定して、一定の備蓄品の確保を行ってください。
（２）防災の観点から防災無線が聞き取りにくい地域への対応と、駅や市役所内への公衆電話の設置をすすめる　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）
防災無線が聞き取りにくい地域がまだ市内の各地に存在します。大地震だけでなく、近年多発する豪雨災害などの際の緊急避難情報なども重要です。防災ラジオなどの活用も含め、防災無線が各戸へきちんと伝わるよう整備して下さい。また、駅周辺や市役所、公共施設には、災害時の連絡手段としても有効な公衆電話を設置してください。

（３）狭山市駅前の賑わいづくりのためにも、市民交流センターの利用者が、

駐車場、駐輪場を無料で利用できるようにする　　　　　　　（一部改訂）
狭山市駅西口の賑わい作りが課題です。イベント等の開催の際には隣接する有料駐車場が満車になっており、今後さらなる集客を呼び込むためには、駐車場の確保が必要です。また、楽器等を利用する公民館サークルや、乳幼児情報センターなどを利用する子育て家庭など、車を利用したい方々にとっては有料駐車場の料金が大きな負担となっています。駐車場、駐輪場を無料で利用できるようにして下さい。
（４）旧中央公民館跡地は、市民要望に沿った利用計画を早急に策定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　旧中央公民館、准看護学校跡地は、駅前からの動線の中で、重要な位置づけとなる場所です。新たな狭山市の魅力づくりに活用する方向で、市民要望を聞き取り、具体化を図って下さい。また、計画が実施されるまでの間は、暫定的に公民館利用者の駐車場として活用して下さい。

（５）入曽駅へのエレベーター設置に向けて、西武鉄道と具体的協議を
すすめる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）
　

入曽駅前整備が断念されることになり、入曽駅のエレベーター設置がどのようになるのか不安の声が出ています。入曽駅は、７０段もの階段や踏切を迂回しないと東西口を利用できず、市民の交通の安全が確保されていない状況です。バリアフリー法に基づくエレベーターの設置について、西武鉄道と具体的な協議を進めてください。
（６）狭山有料環状道路（狭山大橋）の無料化にむけ具体的な検討を行う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改訂）
２０１３年３月に東京狭山線の堀兼区間が開通し、通行車両も増加しています。しかし、いまだに狭山大橋が有料であり、近隣地域では朝夕の渋滞、迂回する車による騒音や振動被害も寄せられています。市民の利便性、交通渋滞の解消のため、無料化を県に働きかけて下さい。

（７）現場に必要な職員を正規職員として雇用するとともに、臨時職員等の

処遇改善を図る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改訂）
定員適正化計画により、正規職員の採用が少なくなっている一方で、常勤対応の臨時職員が毎年７０名あまりもいるなど、常態化しています。保育士や図書館司書、青い実学園の指導員など、現場の状況に応じて必要な職員を正規採用してください。また、この４年間昇給がなく、埼玉県の最低賃金ぎりぎりです。臨時職員等の賃金の引き上げなど、処遇改善を図って下さい。
（８）子ども子育て新制度の準備において、必要な保育量を確保し、サービス

の低下を招かないよう市が責任を持って計画を策定する　　　　（新規）
子ども子育て新制度の準備が始まります。年度末には１００名以上の待機児童が出るなど、希望が増えている中、十分な保育の量の確保を行って下さい。また保護者負担が増えたり、保育サービスの質が低下する事のないよう、市で独自の基準を設けて対応して下さい。

（９）祗園保育所の運営については、４月以降も当面の間、市でチェック

できる体制を整備する　　　　　　　　　　　　　　 （一部改訂）
　　　　　
　祇園保育所は４月から杏樹会による指定管理での運営となりますが、引き継ぎ期間が３カ月と短く、新園舎への移転もある中で、保護者から不安の声が出ています。４月以降も市の保育士、担当職員が必要に応じて相談、支援ができる体制を整備し、保育不安に陥った場合は、転園の措置等も含めて、必要な対応がとれるようにしてください。

（１０）介護保険から要支援１・２の方が外される動きが強まる中、高齢者福祉

の後退を招かないよう国へ意見を挙げるとともに、必要なサービスの確保

について、市が責任を持って進める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）　
税と社会保障の一体改革の名のもとに、福祉の切り捨てが行われようとしています。介護保険からは要支援１・２の方が対象外とされる動きが強まっており、何もしなければ多くの介護難民が出てしまう事になりかねません。国へ対してサービスの後退にならないような措置を求めるとともに、自治体が主体的に行う高齢者サービスをより充実させて、今の水準を下回ることがないようにしてください。

（１１）地域包括支援センターの名称を「高齢者相談センター」など分かりやすいものに改めるとともに、今後に備え、さらなる増設を図る　（一部改訂）

　　　　　　　　　　　
地域包括支援センターが、高齢者の相談窓口として大きな役割を発揮していますが、まだ存在を知らない高齢者も多く、また、名称が分かりにくいとの声が寄せられています。「相談センター」など分かりやすい名称に改め、気軽に誰でも相談できる体制を整備して下さい。また、相談件数が年々増加し、内容も複雑化、多様化しています。今後の高齢社会を見据え、中学校区に１つ程度の配置ができるよう、センターの増設を図ってください。
（１２）生活保護受給者の暮らしを守ると同時に、保護基準引き下げによる

影響が出ないよう、各種制度での対応を図る　　　　　　　　　（新規）　

今年８月からの生活保護基準の引き下げにより、受給者の暮らしが厳しさを増しています。特に子育て世帯への減額率が大きく、教育費や食費の切り詰めによる発達への影響など、将来の自立が阻害される要因にもなりかねません。全国で実施している福祉灯油やクーラー設置補助など、市独自での補助制度を創設し、減額分の補てんを図って下さい。また、保護基準の引き下げは、介護保険の減免や修学援助の基準にも影響します。それぞれの基準を引き上げ、対象外となる方が出ないような対応をして下さい。
（１３） 住宅リフォーム助成制度の１０００万単位での増額と、多くの事業者が
、者クは率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（































































































　　　 参入できるよう条件を見直す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規）　　
店舗・住宅リフォーム助成制度は市内事業者の仕事確保と市民生活の向上に大きな役割を果たしていますが、希望者が多く、今年度も募集開始からわずか１日で応募を締め切っている状況です。また、利用業者にも偏りがみられています。より多くの業者の参入と、希望する市民が利用できるよう、予算の大幅な増額と補助率の引き上げを行ってください。

（１４）市内循環バス「茶の花号」の改善などで、市役所、福祉施設、健康増進施設などを巡る、新たなルートの確保を検討する　　　　　（一部改訂）
茶の花号の毎日運行、通勤時の運行で便利になった方がいる一方、特に狭山市駅方面へのルートがなくなり不便をきたしている市民がいます。市役所、福祉施設、サピオやサンパークなどの健康増進施設、医療機関、商店街など、高齢者、障害者が日常的に利用する個所を重点的に巡る、新たなルートを確保して下さい。また、高齢者、障害者の福祉パスは、西武バスでも利用できるようにしてください。
（１５）住宅用太陽光発電の補助を継続するとともに、公共施設への太陽発電の設置を促進する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改訂）
　　　
一般住宅への太陽光発電設置補助制度を引き続き継続し、市民へ自然エネルギーの活用について啓発して下さい。また、各指定避難所等への太陽光発電システムの設置については、一般会計からの上乗せ支出を行うなどで、災害時に避難所として機能するだけの発電量を確保して下さい。
（１６）商店街の街路灯へのLED化、電気料金の補助率を引き上げる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商店の倒産や廃業が続き、地域の商店街としても街路灯の電気料金の負担が重くなってきています。環境対策としてLED化を促進するとともに、電気料金の補助率を引き上げ、商店街の負担軽減を図って下さい。
（１７）市の管理する街路灯等については、電力の節減、省エネルギ－対策として、順次LED化を図る                    　　 　　　（新規）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
LEDは、導入時のコストがかかるものの、使用電力が少なくて済み、省エネはもちろん、電気料など維持管理費が安く済むとされています。また、寿命が長く、効果の手間がかからないなど管理面でもメリットが大きい事が指摘されており、こうした観点から、市が管理する街路灯や防犯灯について、予算を計画的に配分しながらLED化を促進して下さい。

（１８）小中学校のエアコン設置と耐震補強工事について、子どもたちの命と
健康を守る立場から、市単独での予算措置を含め、早急に工事を行う

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（新規）
小中学校の耐震化は、校舎についてはほぼ完了しているものの、統廃合対象校の工事が行われていません。子供たちの安全確保の観点から、耐震工事は統廃合予定とは別に早急な対応をして下さい。また、エアコンについても、小学校３校、中学校６校で未設置です。気温が４０度を超えるような異常な暑さの夏が毎年のようになっています。市単独の予算をつけ、早急に対応をして下さい。

（１９）C－２の入間基地配備に反対し、市民の暮らしと命を守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｃ－１輸送機の後継機として開発されたＣ－２は、国内活動の枠を超えて平和協力隊派遣を展望しており、航続距離をはじめ、すべての性能においてＣ－１を超え、海外での活動を想定した機種となっています。大型化された輸送機の入間基地を使用した運用は、平穏な生活を望む市民にとっては何のプラスにもならず、ＰＫＯ派遣となればテロ攻撃の対象ともなりかねません。基地の機能強化には反対し、市民の暮らしと命を守ってください。
（２０）オスプレイの配備に反対するとともに、市民の安全を守る立場から、

入間基地の使用を許可しないよう基地へ申し入れる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一部改訂）
　　　
米軍のオスプレイは開発段階から４０回以上もの事故を起こしており、今年に入ってからも米国内でAクラスの事故を起こすなど、安全性が確保されているとは到底言い難い状況です。オスプレイの飛行訓練ルートは日本全国にまたがっており、先日は横田基地での運用もありうるとの見解が出され、いよいよ狭山市上空を飛行することも現実の問題となっています。現状でも退避場所のない入間基地において、万が一、事故が発生すれば、狭山市をはじめ周辺住民への被害は計り知れないものになることは明らかです。また、オスプレイについては、飛行時の騒音や振動、低周波などが、人体に影響を及ぼし、周辺地域の生態系に影響を与えているとの報告もあります。狭山市民の命と安全を守る立場で、オスプレイ配備に強く反対するとともに、入間基地の使用を許可しないよう基地へ申し入れて下さい。
